
貸    借    対    照    表

 末松九機  株式会社 2023/10/24 13:28

(単位：千円)

Ⅰ 流 動 資 産 ［ 9,114,957 ］ Ⅰ 流 動 負 債 ［ 6,419,606 ］
現 金 ・ 預 金 2,187,439 支 払 手 形 35,593
受 取 手 形 358,953 電 子 記 録 債 務 2,795,387
電 子 記 録 債 権 1,851,880 買 掛 金 1,822,494
売 掛 金 3,631,602 短 期 借 入 金 800,000
商 品 816,710 未 払 金 29,673
原 材 料 7,059 未 払 費 用 54,635
仕 掛 品 115,530 未 払 法 人 税 等 177,781
未 収 金 38,171 前 受 金 500,432
前 渡 金 88,780 預 り 金 16,819
前 払 費 用 10,682 賞 与 引 当 金 162,841
仮 払 金 190 預 り 保 証 金 23,951
未 収 還 付 消 費 税 7,961

Ⅱ 固 定 負 債 ［ 1,207,074 ］
Ⅱ 固 定 資 産 ［ 5,464,918 ］ 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 35,326

有 形 固 定 資 産 （ 1,967,025 ） 株 式 給 付 引 当 金 10,285
建 物 280,822 退 職 給 付 引 当 金 73,171
（建物減価償却累計額） △191,481 長 期 繰 延 税 金 負 債 1,088,293
構 築 物 34,082
（構築物減価償却累計額） △20,540 負 債 の 部 合 計 7,626,680
機 械 装 置 30,741
（機械装置減価償却累計額） △10,807
工 具 ・ 器 具 ・ 備 品 51,521
（器具備品減価償却累計額） △36,695 Ⅰ 株 主 資 本 ［ 5,292,430 ］
土 地 1,194,912 1. 資 本 金 100,000
建 設 仮 勘 定 634,470

2. 利 益 剰 余 金 ( 5,230,335 )
無 形 固 定 資 産 （ 31,110 ） (1) 利 益 準 備 金 25,000
電 話 加 入 権 6,742
ソ フ ト ウ ェ ア 24,368 (2) そ の 他 利 益 剰 余 金 〔 5,205,335 〕

別 途 積 立 金 3,050,000
投 資 そ の 他 の 資 産 （ 3,466,783 ） 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 501,717
株 式 3,143,526 特 別 勘 定 積 立 金 144,838
出 資 金 4,811 繰 越 利 益 剰 余 金 1,508,780
長 期 貸 付 金 6,225 （ 当 期 純 利 益 ） (1,095,806)
ゴ ル フ 会 員 権 8,880
関 係 会 社 株 式 17,000 3. 自 己 株 式 ( △37,905 )
敷 金 9,266
差 入 保 証 金 274,534 Ⅱ 評 価 ・ 換 算 差 額 等 ［ 1,660,766 ］
入 会 金 471 有 価 証 券 評 価 差 額 金 1,660,766
更 生 債 権 33,385
貸 倒 引 当 金 △31,316 純 資 産 の 部 合 計 6,953,195

資 産 の 部 合 計 14,579,875 負 債 ・ 純 資 産 の 部 合 計 14,579,875
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Ⅰ． 重要な会計方針に係る事項に関する注記

１． 有価証券の評価基準及び評価方法
(1) 関係会社株式・・・移動平均法に基づく原価法を採用しております。
(2) 時価のある有価証券・・・期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
(3) 時価のない有価証券・・・移動平均法に基づく原価法を採用しております。

２． 棚卸資産の評価基準及び評価方法
原価法による個別法及び総平均法を採用しております。

３． 固定資産の減価償却方法
(1) 有形固定資産

定額法を採用しております。

４． 引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

貸倒実績率を採用しております。
経費計算内訳において繰入戻入は相殺表示しております。

(2) 賞与引当金
当期支給対象期間に応じて計上しています。
経費計算内訳において繰入戻入は相殺表示しております。

(3) 役員退職慰労引当金
役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額により計上しています。

(4) 退職給付引当金
退職金規程に基づく期末要支給額により計上しています。
経費計算内訳において繰入戻入は相殺表示しております。

５． 収益および費用の計上基準
商品または製品の販売に係る収益は、主に卸売または製造等による販売であり、顧客との販売契約に基づいて商品
または製品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、商品または製品を引き渡す一時点において、

 顧客が当該商品または製品に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。 
保守サービスに係る収益は、主に商品または製品の保守であり、顧客との保守契約に基づいて保守サービスを提供する
進捗度に応じて収益を認識しております。

６． 消費税の会計処理
消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。
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